
はじめに

郵政研究所では、今後の郵便事業の在り方

を検討するため、物流業界の有識者をお招き

し、「物流連続講演会」を開催しています。

第三回目は、平成１４年５月３０日（木）に�株日

立物流 関山哲司システム開発営業本部次長

をお招きし、「日立物流における３PL事業の

展開」と題し、ご講演をいただきました。

今回は、関山次長ご了解のもと、講演抄録

を掲載します。

１ 日立物流における営業戦略と３PL（サー

ド・パーティー・ロジスティクス）の展開

当社の創業は１９５０年２月、資本金が１６８億、従

業員数１３，４００人ですが、そのうち、正社員数は約

３，２００人、それ以外は、海外と関連会社、パート

で構成されています。国内ネットワークとしては、

日立物流が１１１拠点、関連会社が１６１拠点、海外の

ネットワークが１５か国１９社７０拠点となっています。

まず、�株日立物流における営業戦略と３PLに

至るまでの歴史について、紹介させていただきま

す（図１）。１９５０年に、�株日立製作所の物流子会

社として発足し、保管・輸送・包装それぞれが�株

日立製作所の指示に従っての単体事業として運営

されていました。昭和４０年台の半ばから「一貫元

請け」（工場の検査までが親会社の仕事であって、

それ以外の全ての物流は日立物流に任せる）を中

心にしてきました。

�株日立製作所には物流戦略の立案を担当する物

流部門というのがないので、物流に関しては全て

当社に任せていただいています。そのため、生

産・販売と連動した物流情報システムの構築につ

いても当社で開発するようになっています。

１９８５年のプラザ合意が当社の転換点でした。こ

の後に、生産の海外シフトが進展して、�株日立製

作所の海外進出に併せて海外拠点を設置、同時に

国内の物量が減少してきたため、�株日立製作所以

外の受注に計画的に取り組みました。

その後、平成９年に物流政策大綱が閣議決定さ

れまして、これがきっかけになり（当時は我々は

『３PL』という言葉ではなく、『システム受注』

と呼んでいたのですが）、３PL事業に取り組んで

まいりました。その結果、現在では３PL事業が

順調な伸びを見せています。

２ ３PLによる顧客のメリットと３PL業者の要

件

９０年代以降、メーカー、流通業等の各業界でコ

ア事業への選択と集中が進んでいます。その中で

物流事業については、３PL事業者へのアウト

ソーシングが進展していますが、３PLを円滑に

トピックス

物流連続講演会「日立物流における３PL事業の展開」

�株日立物流ロジスティクスソリューション統括本部
システム開発営業本部次長 関山 哲司
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構築していくためには、顧客と３PL事業者との

間での「パートナーシップ」、「情報の共有化」が

重要であると考えています（図２）。また、３PL

事業者側では提案力、情報力、運営力、資金力が

問われることになります。

もう少し具体的にお話しますと（図３）、従来

図１ 日立物流の営業戦略と３PL

図２ ３PL事業への取組み �１３PL事業とは
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荷主は「物流を自社でコントロールし、 
物流サービスを複数業者から購買する」 
ことでコストダウンを図る 

より高度なロジスティクスやSCM（サプラ 
イチェーンマネジメント）を構築する為、 
専門性の高い3PL業者に一括委託する 

お 客 様 メ リ ッ ト  

■ 物流コスト低減 

・物流コストの明確化 

・物量の増減に対応したコスト 

■ 顧客サービスの向上 

・リードタイム圧縮 

・多様化する納入ニーズへの対応 

■ コア事業への特化 

・本業への資源集中（人・物・金） 

・商物分離による効率向上 

3 P L 業 者 の 要 件  

■ 顧客の物流システムを設計・改善する能力 

■ 物流情報システムのソフト力・開発力 

■ あらゆる物流業務をコントロールできる運営力 

■ リスクを負担できる企業体力 

・物流会社 

・商社、卸売り業者 

・コンサルタント会社 

・情報システム会社 

・コンピューターメーカー 

・物流機器メーカー 
  

　  

（あらゆる企業に参入の可能性） 

3PL導入後 従　来 
更なる 

改　善 

日 本 の 3 P L 業 者  

は荷主は「物流を自社でコントロールし、物流

サービスを複数業者から購買することでコストダ

ウンを図る」という考え方でしたが、コア事業へ

の集中が進んだ結果、「より高度なロジスティッ

クスやSCM（サプライ・チェーン・マネジメン

ト）を構築するため、専門性の高い３PLの業者

に一括委託する」という流れになっています。

３PLを導入することによる顧客のメリットと

しては、物流コストを明確化することでコスト削

減が可能になり、特に自社で物流インフラを持つ

必要がないため固定費がかからず、販売の増減に

応じてコストが変動費化できます。また、「ヒ

ト・モノ・カネ」を本業へ資源集中することがで

き、商物分離による効率向上を図ることができま

す。

３PL業者の要件としては、「顧客の物流システ

ムを設計・改善する能力」「物流情報システムの

ソフト力・開発力」「あらゆる物流業務をコント

ロールできる運営力」「リスクを負担できる企業

体力」。この４点が重要となります。

３ 日立物流における３PL事業の推進体制

日立物流の３PL事業の推進体制ですが（図４）、

３PL事業への強化を図るため、ロジスティクス

ソリューション統括本部を設置して、統括本部長

の意思決定の中で全て動けることを目指して営業、

情報技術、物流技術の部隊を一本にした形で取り

組んでいます。

次に、３PL事業を受託するにあたり、コンペ

の中で価格競争というのがどうしても出てきます。

そのため、ローコストオペレーション体制の構築

が必要になりますが、当社とある玩具メーカーと

の受託事例で紹介しますと（図５）、自家人員と

いうのはほとんどいません。全体で１０４名で運営

していますが、自家人員は物流事務を中心とした

９名。それに地域別賃金を導入した関連会社が１２

名で主体となって物流を行います。

それからパート・アルバイトが６５名で、大きく

依存しています。それから、「顧客からの受入」

というのがあります。物流部門を当社に全てアウ

図３ ３PL事業への取組み �２顧客のメリット、３PL業者の要件
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全国６営業本部 

本社 
3PLビジネスの強化を図る為、システム営業・IT（情報技術）・ 
LE（物流技術）を一本化しロジスティクスソリューション統括本部を設置 

ロジスティクスソリューション統括本部 

本社ロジスティクスソリュー 
ション統括本部と連携 

02.3末　290人 

02.3末　40人 

各本部の営業開発部、LEグループ、情報システムグループ 
が個別案件毎にプロジェクトチームを編成し推進 

システム開発営業本部 

日立物流ソフトウェア（株） 

エンジニアリング開発本部 

流 通 シ ス テ ム 部  電力・産機システム部 

材料・商事システム部 

重 量 機 工 部  

環 境リサイクル部  

L E 部  

計 画 部  

産 業 シ ス テ ム 部  

情報・通信システム部 

家電・DMシステム部 

輸 入 シ ス テ ム 部  

輸 送 シ ス テ ム 部  

I T 部  

―ローコストオペレーション体制の構築― 

玩具メーカーの事例 

運営責任者 

物流事務 構内作業 

物流事務 
自　　　家 

（内、顧客からの受入） 
関　　　連 
パ　ー　ト 
アルバイト 

合　　　計 

構内作業 配　送 合　計 

17 78 9 104

6 2 1 9
（2） 
3

（3） 
8 1

（6） 
12

7 58 0 65

専属車配送 路線配送 

配　　送 

外　　　注 1 10 7 18

（1） 

トソーシングすることになると、当然アウトソー

シングする以前には、そこに物流部門があるわけ

で、その方達を受け入れてくれという話が多くあ

り、その人達を受け入れるといったことが最近、

３PLの中での特徴となっています。

４ 日立物流における３PL商品メニュー

それでは今まで体制などの話をしてきましたが、

３PLを進めるにあたって当社がどういったツー

ルあるいは商品を持っているのか紹介したいと思

います。日立物流は、ロジスティクス・エンジニ

アリング（LE）、ITを売り物としています。それ

でLEサービスとしてはどういったことをやって

いるかというマップです（図６）。

物流コンサルティングとか物流VEあるいは自

動制御の技術を使う。あるいはもっとハードレベ

ルのものにいきますと包装技術、または機器の開

発といったことを行っています。

次に、物流情報システムとして、どういうもの

を用意しているのかということのご紹介をします。

最近は、SCMが物流改革のキーワードとなっ

ておりますが、我々は、SCMのソフトウェアと

いうことを考えた時に計画系と実行系とに分かれ

ると考えています。実行系の中で物流情報システ

ムの役割が非常に大きい位置を占めます。当社と

しては入出庫管理、在庫管理、作業支援、フォ

ワーディングあるいはワールドワイドなトレーシ

ングシステムといったものを荷主の受注・生産・

販売管理・決算等に対応した形でシームレスなシ

図４ ３PL事業の推進体制 �１営業・開発体制

図５ ３PL事業の推進体制 �２運営体制
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個別作業レベル 

ロジスティクス・エンジニアリング（LE：Logistics Engineering）：物流ニーズの解決のため、各種手法やツールを駆使した技術的アプローチ 

総合システムレベル 
お客様ニーズ 

LEツール カタログタイトル 

01―01 物流コンサルティング 
01―02 物流拠点計画 

1．物流コンサ 
　 ルティング 

01―03 輸送・配送 
01―04 構内作業改善 
01―05 物流システムシュミレーション 

2．物流VE 02―01 物流VE
3．採算分析・投資計画 03―01

04―01 インターネットによるトレース情報 
4．情報システム 04―02 配車管理システム 

04―03 自動FAX送信システム 
05―01 無線ハンディーターミナルシステム 

5．FA・自動制 
　 御技術 05―03

C/Sによる自動制御 05―02
パソコンによる自動制御 

05―04 バーコード検査システム 
6．情報端末利用技術 06―01 フォークリフト無線システム 
7．物流センター建設計画 07―01 物流センター建設計画 
8．自動化機器・システム 08―01 自動化機器･自動化システム 
9．特殊品輸送技術 09―01

10―01 電動立架機能付き階段昇降装置 10．マテハン機 
　　器開発 10―02 ネスティング台車 

10―03 自走式けん引台車 
11―01 包装設計と包装改善提案 

11．包装技術 11―02 製品強度・包装機能評価 
による物流コスト低減 

11―03 食器梱包資器材（しきりくん） 
12．物流環境測定 12―01 物流環境測定サービス 

L
og
is
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cs
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13．特殊装備車両開発 13―01 特装車トータルサービス 
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ステム連携を目指した形でご提供をしていくとい

う考え方です（図７）。

次に、当社における物流システムの体系につい

て、物流工程に合わせてご説明します。工場で物

を作るということを中心に考えますと、最初に調

達物流、工場での生産・発送という形での生産物

流、ストックポイントあるいは工場から直接に需

要家への販売物流。それと、輸入物流、輸出物流。

廃棄回収に伴う廃棄物流（一般的には静脈物流と

言う）。そういった物流工程に対応したソフト

ウェアとして当社のSCMソフトは作られていま

す。「調達物流」に対応した「納入代行システム」、

「生産物流」に対応した「発送物流システム」、

「販売物流」に対応した「販売物流システム」。

輸出入を取扱う「国際物流システム」、それとこ

の物流工程を共通的にサポートする「配車運行管

理システム」「入出荷検査システム」「自動化シス

テム」、管理系として、物流費計算、経理等を行

う「事務支援システム」、全体をネットワークす

る情報インフラ、という形で情報システムを体系

化しています（図８）。その中の代表的なシステ

ムをいくつかご紹介します。

まず、「販売物流システム」ですが（図９）、こ

れは、情報、保管、輸配送各機能を一体化した全

国ネット物流システムです。適用状況としては、

ファッション、食品、トイレタリー、家電等にな

図６ ３PL商品メニュー（LEサービス）
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図７ 物流情報サービス �１SCMと物流情報システム

図８ 物流情報サービス �２物流工程と物流情報システム
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適用状況 

・生活関連NET 
　ファッション 
　食品 
　トイレタリー 
　家電 
・メディカルNET 
・建材NET

HB―TRINET

（new TRansport & new Inventory system NET） 

全国ネットワーク 

TRINETセンター 
サテライト 

TRINET情報センター 
HB物流センター 

顧　客 
（本社・支店・営業所） 

入出荷報告 
返品報告 
発注報告 

出荷指示 
発注手配 
各種問合せ 

納品先 
（量販店・問屋） 

発　注　管　理 受　注　管　理 

在　　庫　　管　　理 

出　　荷　　管　　理 

返　品　管　理 

収　計　管　理 

物流戦略支援 

販　売　管　理 

輸入業務支援 

請求書支払管理 

通関処理 
受注代行 
業　　務 

入庫処理 
返品処理 

ピッキング 
流通加工 
出荷伝票 

・情報、保管、輸配送各機能を一体化した全国ネット
物流システム。 
 
・受注代行システムを基本とし、受注･在庫出荷管理 
　等荷主代行を行う各業界向けシステム 

ります。システム構成としては、TRINET情報セ

ンターがあって、受発注管理、在庫管理、出荷管

理、請求書支払管理、販売管理、輸入業務支援、

返品管理、収計管理といった機能を持っています。

当然、各業界によっての特性があり、様々な特性

をもったシステムとして構築されています。当社

のHB物流センターでは、通関処理、受注代行業

務、ピッキング流通加工出荷伝票、入庫処理、返

品処理といったものを担当しています。

次に「グローバル物流情報システム」ですが

（図１０）、海外からの納品クイックレスポンスシ

ステムとして、�１売れ筋商品のスピーディーな供

給体制�２物流費コストダウンを図るといったこと

をターゲットとしてシステム化を図っています。

海外の工場出荷から共同保管、混載ドレージ、

現地からの輸出、日本への輸入、通関ドレージ、

保管・出荷、納品を全体としてコントロールでき

るシステムを構築するものです。

次に、「作業支援システム」（図１１）。検査以後

の仕分け、搬送、格納、保管、取出、搬送、ある

いは検品、積込、出荷といったものをそれぞれに

支援できるソフトを開発しています。具体的には、

「自動倉庫システム」、「デジタルピッキングシス

テム」、品質の管理面を支援する「バーコード検

品システム」。あるいはフォークリフトに無線端

末機を積んで、一々事務所に戻らなくても作業指

示ができる「積込システム」といった様々な作業

支援システムを用意しています。

次に配車支援システム（図１２）、これは昨年、

日刊工業新聞の流通システム大賞を取りました。

これは、販売在庫管理、発送管理システムと連動

して、当日の出荷を地図上にプロットします。そ

れをコンピュータ的に例えば江東区なら江東区と

いったコースを割り付けますが、江東区の隣の区

に１件卸し地があった場合に、単なる表ではわか

りにくいので、地図上にプロットすると川一つ向

こうに荷物が１個ありますということがわかるよ

うになります。こういった形で高積載率を目指し

図９ 販売物流システム（HB―TRINET）
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コンピュータ 

自動倉庫システム 

入庫コンベア 

・設備制御 
・在庫管理 
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国　内　拠　点 海　外　拠　点 

海外からの納品クイックレスポンスシステム 
　①　売れ筋商品のスピーディな供給体制 
　②　物流費トータルコストダウン 

メーカー 

ベンダー 

輸出・輸入 

グローバル物流情報システム（HIGLOS） 

通関 
ドレージ 

混載 
ドレージ 

工場 
集荷 

共同保管出荷・ 
バンニング 

保管 
出荷 

納品 

納入先 

東南アジア地区拠点 
（深セン・上海・台北…） 

●海外在庫　●船積み　●輸出・輸入　●船（航空）輸送　●船会社・顧客ブッキング　●国内補給点 

ね
ら
い
 

ト　レ　ー　ス　シ　ス　テ　ム 

H B 海 外  
物流センター 

HB物流 
センター 

図１１ 作業支援システム

図１０ グローバル物流情報システム
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